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第Ⅱ部（第 5 章から第 7 章）では、独立行政法人の組織と評価、トップ・マネジメント、効率化
に関して、データベースを構築し定量調査を行なった。第Ⅲ部（第 8 章と第 9 章）では、2法人
の事例分析を通し、第Ⅱ部の定量調査を補足した。最後の第 10 章では、本論の結論では、理
論的示唆、実践的示唆、本研究の独自性と課題を述べた。 
本論文は、経営学においてこれまで焦点があたらなかった、独立行政法人に着目し、行政学・
経営学・非営利組織論の見地から丹念な先行研究を行なった。そのうえで、独立行政法人のマネ
ジメント構造に関し、エージェンシー・スチュワードシップを組み合わせた新たなモデルを提示した。
本研究は、独立行政法人のマネジメント構造を意欲的に探究した研究であり、ニューパブリックマ
ネジメント（NPM）の潮流に一石を投じた学術的・社会的意義があると考えられる。調査対象や手
法、分析考察のいずれにおいても、改善の余地はあるものの、入念に考察・記述され、独創性の
ある学術的知見と実践的示唆を導出しており、評価できる。 
よって、本論文は博士（経営学）の学位を授与するに値すると判断した。 
